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財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関する事項について 

 

当社は、金融商品取引法第 24 条の 4 の 4 第 1 項に基づき、2022 年１月 28 日に関東財務局

に提出いたしました 2021 年 10 月期の内部統制報告書において、開示すべき重要な不備があ

る旨を記載いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

１ 開示すべき重要な不備の内容 

当事業年度の決算の確定作業期間中に、連結子会社２社（株式会社ミキ・ツーリスト及び

株式会社ジャパンホリデートラベル）において Go To トラベル事業給付金の申請に関する

疑惑があることを把握したため、専門家を含めたメンバーによる調査により、これら疑惑の

全容解明と類似事案の有無等の確認が必要であると判断し、2021 年 12 月 8 日に調査委員

会を設置し、調査を行いました。 

その結果、対象となった子会社２社それぞれから、宿泊の実態がなく、Go To トラベル事

業給付金の給付要件を充たさない不適切な給付申請が発見された旨の報告があり、当該実

態のない取引に基づいた売上の計上や Go To トラベル事業給付金及び地域共通クーポンの

計上等の不適切な会計処理が行われていることが判明しました。 

また、株式会社ミキ・ツーリストについては、外部ホテル運営会社と連携して、不適切な

給付申請を計画的に行ったと疑われる事実が明らかになりました。 

これらの調査により判明した事実は、当社の関係会社に対する管理監督体制や内部監査機

能の不十分性、子会社におけるコンプライアンス意識の不足や社長の業務執行に対する監

視・監督機能の不十分性、当社グループにおける内部通報制度の不十分性等、当社及び当該

連結子会社２社における全社的な内部統制の不備に起因するものであると認識しており、

財務報告に重要な影響を及ぼす開示すべき重要な不備に該当すると判断しました。 

 

２ 事業年度末までに是正できなかった理由 

事実の判明が当事業年度末日後になったためです。 

 

３ 開示すべき重要な不備の是正方針 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、開示すべき重要な不備を是正



するために、調査委員会の指摘・提言を踏まえ、以下の再発防止策を講じて、適切な内部統

制の整備及び運用を図ってまいります。 

1) コンプライアンス意識の改革 

当社のリスク・コンプライアンス委員会の活動を通じ、当社グループのコンプライア

ンス施策の実施、コンプライアンス意識の向上を図ります 

2) 各社取締役会による監督機能の強化 

各社取締役会における付議事項の見直しを実施するとともに、十分な検討時間や事前

の情報共有、事後の進捗報告等により取締役会の審議の実質化・充実化を図ります。 

3) 親会社による子会社管理の強化 

当社役職員からの役員任命が行われてこなかった会社について任命要否を検討します。

また、関係会社管理規程を見直し、事前承認・報告ルールの周知徹底及び事後チェッ

クを通じて運用状況を改善してまいります。 

4) 内部監査の強化 

IT を活用したリスク分析の強化、監査部門の人員補充を含めた監査体制の強化並びに

監査項目の見直しを検討してまいります。 

5) 不祥事の早期発見のための取組み 

内部通報制度をグループ横断型の制度とし、定期的に制度の周知を図ります。また、

グループ各社の経営層に対する定期的なアンケートを通じてコンプライアンス意識の

浸透や不正発生への抑止力を高めます。 

 

４ 財務諸表及び連結財務諸表に与える影響 

上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、重要性が乏しいものを除き全て財

務諸表及び連結財務諸表に反映しています。 

 

５ 財務諸表及び連結財務諸表の監査報告における監査意見 

 無限定適正意見であります。 

 

以上 

 


